




















































































































































































































































































































・宮田繁幸　“Scholar, Local government, and Local Community-A case study of the safeguarding of 
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【青森】10 月 17 日(日)ふるさと交流圏民センター［オルテンシア］(五所川原市)＊ワークショッ
































































































































【北海道】〔北海道・東北〕10 月 22 日(日)北海道立総合体育センターきたえーる（札幌市）＊ワー




































































































































































































































































































































































































































































































































〔大島 2007: p. 51〕
　そして続けて、保存会方式による保護手法をめぐる問題は、民俗文化財の保護行政全体にとって看
過できない大きな問題を内包していると指摘し、このような保護手法の問題の再検討を促している。
正直に言えば、筆者には大島がいう「看過できない大きな問題」が何を指しているのか、明確に把握
できている自信はないのだが、筆者なりに読み取るところの「問題」についての見解は、本稿におい
て示すつもりである。また保存会という組織のあり方が、大島がいうところの「型の伝承」という無
形文化財的な発想から生まれ、それが後に（やや強引に）民俗文化財に接合されたという指摘から
は、筆者がこれまで漠然と考えていたことを整理するのに大きな示唆を与えられたのである。
　いずれにせよ、このような問題の検討はやっと端緒を開いたという段階であり、本稿において「正
しい保存会のあり方」を示すことなどはできないし、そのようなことを意図してもいない。必要なの
は、保存会という組織がどのような経緯で生まれてきたのかを明らかにし、また実際に保存会という
組織に支えられている伝承の実例を検討するという、検証作業の積み重ねである。本稿は、とくに筆
者の主要な関心対象である民俗芸能の事例から、その検証を行おうとするものである。
２　「保存会」発生の歴史的経緯
文化財／民俗芸能／保存会
　「保存会」という名称は、現行制度において必ずしも法的・行政的に規定された用語ではないが、
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語そのものとしては古くから文化財保護の制度にともなって使用されてきた。国家的な文化財保護の
嚆矢といわれる明治30年（1897）公布の古社寺保存法の制定過程において、その前年に近衛篤麿らに
よって「古社寺保存会組織ニ関スル建議」が貴族院に提出され、これをもとに古社寺保存会を設置
し、法制定後は内務大臣の諮詢機関となった。また昭和４年（1929）に制定された国宝保存法におい
ても、勅令として「国法保存会官制」が定められ、主務大臣たる文部大臣の諮問機関となっている。
このように戦前の文化財保護体制下においては、公的に保存会という用語が使われているが、それは
あくまで文化財の調査や指定にかかる諮問機関の名称であった１）。
　その一方で、公的な用例とは別に、文化財を保護するという主体的な活動を行う集団としての保存
会という用例もあったようである。例えば古社寺保存法制定以前にも、明治16年（1883）に藤原鎌足
の廟所である談山神社の保護に関して、藤原氏の末裔らによって談山神社保存会が設立されており、
政府からの古社寺保存金を下付されていたり、法隆寺伽藍の保存を願う信徒らが設立した聖徳報恩講
を引き継いで、明治21年（1888）に法隆寺保存会が設立された例などを高木博志が紹介している〔高
木 1997〕２）。
　前述の通り、昭和25年（1950）に公布された現行の文化財保護法においては、法文およびそれに関
する各種規則等に保存会という用語が規定されているわけではない。しかし法制定直後から保存会と
いう名称の団体による活動は、とくに文化財が残り伝わる地元において活発に行われてきたことが窺
われる。文化財保護委員会によって最初に出された『文化財要覧　昭和26年版』の「各都道府県にお
ける文化財保護の現況」の報告には、「保護団体機関の状況」という項目がある。そこには各県下に
おける様々な文化財保護に関する団体の活動が紹介されており、保存会を名乗る団体も多い３）。この
ことから、すでに文化財保護法が制定された当時、文化財の保護活動を推進する団体を指し示すもの
として、保存会という言葉はかなり浸透していたものと考えられる〔文化財保護委員会 1952〕。
　しかし、同報告において無形文化財４）について具体的に言及している都道府県は多くはなく、言及
していても「無形文化財については、いまだ調査の段階にあるのみである」（東京都）、「無形文化財
については、従来ほとんど調査の手がついて居ないので」（静岡県）など、初歩的段階にあることを
認めるところもある。すでに戦前からの蓄積を持つ有形文化財や史跡名勝天然記念物、また同じく新
たに保護の対象となったものとはいえ、昭和22年（1947）の登呂遺跡、昭和24年（1949）の岩宿遺跡
の発掘などによってある種のブームを迎えていた埋蔵文化財などと比較して、無形文化財に関して
は、行政も、また一般のあいだにも、これを保護する主体的な活動を行う機運は低かったものと思わ
れる。そうしたなかで、山形県の報告において黒川能保存会、および谷地舞楽保存会が保護団体とし
て挙げられていることは注目される。筆者の管見において、これが民俗芸能の保存会という名称が資
料で確認できる最初の例である５）。
　このように文化財保護法制定当時は、他の文化財分野において保存会という名称の団体は一般的で
あったが、無形の文化財分野においてはそうした団体やその活動はほとんど見られない。この法律の
制定によって初めて無形の文化的所産が文化財として位置づけられたことを考えれば当然であろう。
　では、民俗芸能の伝承組織として保存会が一般的になってくるのはいつ頃からだろうか。前章に挙
げた中村茂子の論考は、民俗芸能の保存会の発足が多くの場合、文化財指定を契機になされたことを
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初めて明確に指摘した点で重要である。中村はそこで、「○○保存会という名称が目立ち始めるのは、
昭和四〇年代の後半になってからである」としている〔中村 1989：p.43〕。そしてその例証として、
昭和45年（1970）に民俗芸能が初めて「記録作成等の措置を講ずべき無形文化財」として選択される
ようになり、その伝承団体名の大半が保存会名であったことなどを紹介している６）。
　しかし筆者は、民俗芸能に保存会という伝承組織が広まっていったのは、もっと早いと考えてい
る。中村の「このような現象は、明らかに文化財保護行政の変遷に伴って起こってきた結果であり」
〔中村 1989：p.44〕という理解は妥当であるが、そこで詳しく検討されているのは、あくまで国レベ
ルでの文化財保護制度の変遷である。実際には、それに先だって地方自治体、とくに都道府県におい
て民俗芸能の文化財指定が全国的に進められていた。これまで、文化財としての民俗芸能の保護施策
は、昭和50年（1975）の法改正における無形民俗文化財としての指定まで、あるいは少なくとも昭和
45年（1970）の無形文化財としての選択と現地公開補助の開始まで、積極的になされなかったかのよ
うに言われてきたが、視野を都道府県レベルにまで広げてみれば、これに先行するおよそ10年間こ
そ、全国の民俗芸能の「文化財化」が総動員的に進められた時期であった。その経緯については、い
ずれ別稿を用意して詳述したいと思うが、当の中村論考の中でも、扱われている４事例のうち、鷲宮
神社土師一流催馬楽神楽は昭和35年（1960）の埼玉県指定にともなって、また今熊神社獅子舞も同じ
昭和35年の八王子市指定にともなって、それぞれ保存会を結成したとされており、やや遅れるが吹浦
田楽も昭和43年（1968）に、前年の北海道・東北ブロック民俗芸能大会出演を契機に保存会を結成し
たとされる。このように、国が文化財として民俗芸能を取り上げる以前に、多くの民俗芸能の保存会
が地方レベルの文化財政策に関連して発足しているのである。筆者はこの昭和35年前後を、民俗芸能
の保存会成立の一つの画期と考えており、それは地方自治体における民俗芸能の文化財指定の動きと
連動している。
地方自治体における民俗芸能の文化財指定と保存会
　全国の地方自治体において民俗芸能の文化財指定が進められた背景には、国の文化財保護委員会か
らの指導があったと考えられる。とくに昭和32年（1957）に、全国文化財行政担当者会議において示
されたと思われる文化財保護委員会事務局無形文化課の「都道府県における民俗芸能指定等の参考草
案」については、筆者自身もかつて言及したことがある〔俵木 2003〕。この草案が地方自治体での民
俗芸能の文化財指定に直結していたと考えられる経緯についてはいずれ明らかにしたいと考えている
が、そこには民俗芸能を実際に文化財として指定・選択する際の基準や手続きのモデルが示されてい
た。注意すべきは、この草案は民俗芸能を無形文化財として指定・選択するためのモデルであり、当
時すでに独立した文化財領域であった無形の民俗資料としての選択７）ではないということである。必
然的に、文化財保護法や関係諸規則に規定された無形文化財の指定基準とその手続きに則ることを原
則とし、古典芸能とは異なる民俗芸能の性格をいかにそこに当てはめうるかという観点からのモデル
化がなされている。
　とくに本稿の関心において注目されるのは、この草案の「保持者の認定基準取扱要領の精神」とい
う項目である。そもそも昭和29年（1954）の法改正によって改められた無形文化財の指定制度では、
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重要無形文化財として指定されるものは、無形のわざ
0 0
そのものであるが、その存在を具体化するため
にも、文化財保護法第56条の３第２項（昭和29年５月29日第131号改正版）に「委員会は、前項の規
定による指定をするに当っては、当該重要無形文化財の保持者を認定しなければならない」とされて
いる。この、無形文化財をその保持者と不離一体のものと見なすような措置は、例えば「人間国宝」
という通俗的な用語に顕著なように、あたかも技能の保持者である「人そのもの」が文化財であるか
のような理解を広めることになった。その理解の妥当性や批判的検証は様々に行われているが８）、少
なくともここでは、無形文化財の指定には保持者の認定が「手続きとして必要」であることを確認し
ておく。そして当然、無形文化財として民俗芸能の指定を目指す前述の草案は、この保持者の認定と
いう条件を所与のものとして受け入れている。
　だがその一方で、同草案における「民俗芸能の基礎概念」の節９）においては、「舞台芸術」や「地
方芸術」との対比において、特定の作者・演出家・演技者・演奏者などの個人的特質すなわち個性が
薄いことが、民俗芸能の性質として再三強調されている。「これらの芸能がやがて人びとの生活の中
に土着して、何某・何某なる人の名、個性が完全に消却する時代が来れば、改めて民俗芸能として考
えられるであろう」〔文化財保護委員会事務局無形文化課 1954：p.35〕という一文などはその典型的
な表現である。このように没個性を民俗芸能の基本的性格ととらえる理解は、保持者の認定という無
形文化財指定の制度上の要件とは齟齬がある。しかも、当時の保持者の認定には、「文化財保護法の
一部改正について」という文化財保護委員会事務局長から各都道府県教育委員会教育長あて通達（昭
和29年６月22日付け文委企第50号）によれば、以下のような限定が付されていた。
　保持者とは、重要無形文化財の体現者である。その数、一人に限らず、複数の場合もありうる
のである。但し保持者は、体現者であるので、自然人に限り、団体ではあり得ない。
　したがって、無形文化財指定には「必ず個人名を挙げて」保持者を認定しなければならなかったの
である。没個性的であるべき民俗芸能を、個人名を挙げて指定するという矛盾がここに生じることに
なる。ただし「重要無形文化財の指定及び保持者の認定の基準」（昭和29年12月25日付け文化財保護
委員会告示第55号）によれば、保持者の認定基準には次のような規定もあった。
　重要無形文化財に指定される芸能の性格上保持者とすべき者の保持する無形文化財に個人的特
色が薄く、かつ、保持者とすべき者が多数である場合には、それらの者の代表者を保持者（代表
者）として認定することができる。
　この規定は、昭和50年の法改正に際して「保持団体認定」というかたちで、直接団体を認定すると
いう新たな方法に結実するが、この時点ではあくまで「多数の保持者の代表者」を認定するという方
法であり、「保持者は自然人に限る」という原則はやはり守られていた。
　いずれにせよ、先の草案はこの規定に注目している。草案の「保持者の認定基準取扱要領の精神」
はこの規定を取り上げて、「民俗芸能の多くがこの範疇に入ると考えられる」としている。そして演
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者が少数であればその複数の者を保持者（代表者）として認定し、多数であればその者らを構成員と
する保存会を組織して、保持者（代表者）の代表を認定するという方法を紹介しているのである10）。
とりわけこの保存会方式は、同一演目であっても一定期間で常に演者が変わる年齢集団による民俗芸
能のような場合に、そのたび毎に新たな保持者の認定を行うという煩雑さを避けることができるとい
う点でも、民俗芸能の実態にかなっている。ただしここでも、実際に認定されるのは「代表者」とい
う個人であることは注意すべきである。
　このように、昭和32年に文化財保護委員会が示した草案に、民俗芸能の保存会を組織するというア
イデアは示されていた。そしてこの草案を契機として都道府県で民俗芸能の文化財指定が進められる
のが、昭和35年の前後と思われる11）。つまり民俗芸能の保存会は、この頃に、都道府県における民俗
芸能の文化財指定に際して、無形文化財として指定するために避けて通ることのできない保持者の認
定に対する一つの解決策として広まったというのが筆者の見解である。
　なお付言すれば、国が昭和30〜40年代を通して、かなり本格的に民俗芸能を重要無形文化財に指定
しようという試みを続けながら、結局は記録作成等の措置を講ずべき無形文化財としての選択にとど
まったのは、従来言われているように民俗芸能の歴史上・芸術上の価値の高さ等をどのように捉えう
るかという問題ももちろんあったであろうが、この、指定に際して必要とされる保持者の認定という
問題が、最後まで高い壁として立ちはだかったからではなかろうかと想像するのであるが、いかがだ
ろうか12）。
昭和50年法改正前における民俗芸能の保存会
　このような制度の展開のなかで生まれた保存会であるが、では実際に各地において、どの程度広ま
り、どのように受け入れられていったのかを考察する必要がある。しかし前述のとおり、これまでの
民俗芸能の文化財調査報告書や学術的な研究において、この新しく生まれてきた伝承組織については
ほとんど注目されてこなかったために、資料は乏しく、その全国的な展開を視野に入れることは困難
である。
　限られた資料のなかで、『無形文化財要覧　50年版』には、法改正前の昭和49年７月現在における
各都道府県の指定・選択無形文化財一覧が掲載されており、「保持者等（団体またはその代表者）」と
いう項目も記載されている〔無形文化財保持者会 1974〕。この一覧から民俗芸能と見なされるものを
抽出して、その保持者等の記載をみることによって、保存会等の組織の広まりがある程度推測でき
る。
　まず都道府県によって、保存会等の団体名を積極的に採用しているところと、原則的に個人（また
は複数の個人）の名を挙げているところ、そして規則性が窺われないところ（個人名・団体名が入り
交じっている、団体・個人のいずれにも当てはまらない等）に大別できる。そもそも各都道府県はそ
れぞれ独自の文化財保護条例等によって文化財保護をすすめており、無形文化財や無形の民俗資料13）
の保持者等に団体を認めているか否かも、その条例の規定に従うという前提があるので、大きくは都
道府県ごとに傾向を認めることができるのである。
　この時点で無形文化財の指定を行っていない京都府・大阪府、および指定文化財の中に民俗芸能と
65民俗芸能の伝承組織についての一試論
見なされるものがない沖縄県を除いた44都道県をみると、①保存会等の団体名称が主として記載され
ているのが19県、②個人名および複数の個人名が記載されているのが合わせて11県、③団体・個人・
その他の記載が混在しているのが14県である。つまり、およそ半数弱の都道県において団体認定が行
われていると見られる。それらの団体名称のうち、約8割が保存会という名称を使用している14）。国の
制度において、この時点では無形文化財の保持者として団体認定を行っていないことを考えれば、そ
れを行っている都道県が意外に多いと筆者には感じられる。同じ一覧には都道県が指定する伝統工芸
技術も含まれているが、これらの保持者等の記載の大半が個人名（または雅号）であることを考える
と、とくに民俗芸能において団体が認められていた様子が窺える。また、②の保持者として個人名を
挙げている都道県においても、前述の草案が、保存会を組織し、その代表者を保持者として認定する
方式を勧めていたことを考慮すると、その個人を代表者とする保存会等の団体が組織されていた可能
性は大いにあるだろう。それを勘案すると、保存会等を組織して伝承組織とする例は、昭和50年より
前に都道府県の指定を受けていた民俗芸能の半数を超えると推測される。
　しかしその一方で、③のその他に分類した都道県には、保持者等の項目に、寺社名、氏子会（○
○神社氏子等を含む）、地区名などを挙げている例が相当ある。保存会等の団体名称や個人名との混
在も含めて、このような認定をしている都道県が全体の三分の一以上あるという事実も見逃すことは
できない。このことは、同じ『無形文化財要覧　50年版』に掲載されている国の記録作成等の措置を
講ずべき無形文化財に選択された民俗芸能の一覧（昭和45年度から48年度の第5次選択までの151件）
が、すべて団体名を記載し15）、そのうち123件（81.5％）が保存会名であることと対比させて考えたと
き、地方自治体における民俗芸能の保持者の扱いは過渡的で、保存会等の団体が優勢であるものの、
個人あるいは複数の個人を保持者とするものから、演者の集団と言うよりも、ある一定の属性を備え
た地域社会の成員を総体的に指すものまで、民俗芸能の保持者の行政上のとらえ方には大きな幅が
あったと見なすべきだろう16）。
昭和50年法改正と民俗芸能の保存会
　このように、昭和50年の法改正より前には、文化財として指定される民俗芸能の保持者等として、
保存会を組織することがそれなりに広まっていたものの、それ以外の保持者等の認定も無視できない
程度に存在し、過渡的段階にあったということが見えてきた。では、このような傾向が昭和50年の法
改正を経てどうなったのかを考えてみたい。
　昭和50年の法改正が、文化財としての民俗芸能の保護にとって大きな転換点だったことは、すでに
様々に述べられている。その最大の点は、それまで主として無形文化財として扱われてきた民俗芸能
が、明確に無形の民俗文化財に位置づけられ、同時にそれまで指定の対象とはなっていなかった無形
の民俗資料に、「重要無形民俗文化財」としての指定の制度を適用したことである。
　この改正によって新たに生まれた重要無形民俗文化財の指定基準が、昭和50年11月20日の文部省告
示第156号によって示されたが、民俗芸能に関しては、「次の各号の一に該当し、特に重要なもの」と
して、⑴芸能の発生又は成立を示すもの、⑵芸能の変遷の過程を示すもの、⑶地域的特色を示すも
の、という３点が挙げられている。やや明確性を欠くように感じられるが、その中でも⑵の基準は、
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法改正以前に民俗芸能が多く選択されていた記録作成等の措置を講ずべき無形文化財の選択基準（昭
和29年12月25日文化財保護委員会告示第56号）にある「わが国の芸能の変遷の過程を知る上に貴重な
もの」という文言に通じているようにも思われ、この無形文化財から無形の民俗文化財へという実質
的な文化財種別の移動を正当化する配慮を感じるのは筆者だけであろうか。
　一方で、風俗慣習に民俗芸能を含んだ無形の民俗文化財に指定制度を設けたことに関して、注目す
べきは、無形文化財においては必要とされた保持者の認定を行わないという点である。「文化財保護
法の一部を改正する法律等の施行について」という文化庁次長から各都道府県教育委員会あての通達
（昭和50年９月30日付庁保管第191号）では、無形の民俗文化財の指定制度についての説明に次のよう
な注記をしている。
　無形の民俗文化財としては、衣食住、生業、信仰、年中行事等に関する風俗慣習及び民俗芸能
があるが、それらは国民の生活そのものに密着したものであり、無形文化財の保持者のような体
現者を認定することは実情に合わないことが多いと考えられるので、重要無形民俗文化財の保持
者又は保持団体の認定制度は採らないこととした。
　筆者はここに、民俗芸能の保存会のあり方をみる一つの転機があったと考える。すでに見てきたよ
うに、民俗芸能の保存会は、都道府県における無形文化財としての指定に求められる保持者の認定と
いう必要性によって広まったものと考えられる。保持者とは、無形の所産である芸能や技術の体現者
であるという原則から、保存会の構成員もまた、基本的には当該の民俗芸能の体現者、すなわち演者
であると理解すべきであった。しかし、民俗芸能が無形の民俗文化財になることで、保持者を認定す
るという必要がなくなった。では保存会は不要になったのかというと、そうではない。それはまた、
別のかたちで必要とされたのである。
　確かに無形の民俗文化財には、保持者（あるいは保持団体）の認定が法的には必要ではない。しか
し実際には、新たに国の重要無形民俗文化財に指定される文化財については、「保護団体」が官報等
にも告示される。現行の文化財保護法第87条は、重要無形民俗文化財について、「地方公共団体その
他その保存に当たることを適当と認める者」に対し、保存に要する経費の一部を補助することができ
ると定めている。そしてこの「保存に当たることを適当と認める者」とは、前述の「文化財保護法の
一部を改正する法律等の施行について」という文化庁次長の通達において、「通常当該重要無形文化
財の保存に主として携わっている民間の団体、例えば特定地域の民俗芸能保存会等が考えられる」と
されているのである。大島暁雄は、この保護団体の制度を「行政上の必要から」行われるものであり
「実質的な認定の行為」であると述べている〔大島 2009：p.191〕。「行政上の必要から」というのは、
たとえ保護すべき対象は無形の民俗事象であっても、そのために補助金の交付等の行政的支援措置を
行うためには、その受け手となる実体としての個人もしくは団体が必要であることを意味する。ここ
において、保存会のあり方の解釈には一定の幅がもたらされる。無形文化財の保持者は、原則的に当
該文化財の体現者であったが、無形民俗文化財の保護団体は、その保存に主として携わっている団体
であるから、特定のわざを体現する保持者に限らず、様々な立場から文化財の保存に携わる人々を
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含むと解釈されるであろう17）。
　まとめるならば、無形文化財における保持者認定の必要にもとづく「保持者（体現者）の団体」と
して生まれた民俗芸能の保存会というアイデアは、昭和50年の法改正によって無形民俗文化財に組み
込まれることによって、「民俗芸能を文化財として保存することに携わる様々な立場の人を包含しう
る団体」と理解すべきものになったのである。ただし、実際には改正以前に無形文化財として選択を
受けていた多くの民俗芸能が、そのまま無形の民俗文化財にカテゴリー移動され、その中から多くの
重要無形民俗文化財の指定がなされていったのであり、こうした理念上の転換が、すでに存在してい
た多くの民俗芸能保存会のあり方にどれほど反映されたかについては、個々の事例をもとに検証して
いく必要がある。
３　民俗芸能の保存会の諸相
先行研究からの示唆
　ここからは、本プロジェクトの中で調査を行ったり、筆者が過去に調査をした事例の中から、とく
に国の重要無形民俗文化財の指定を受けている事例を取り上げて、保存会の組織の実態とその変遷を
検証してみたいと思うが、その前に、この問題を考察するにあたって有益な視座を提供してくれた先
行研究のいくつかについて触れておきたい。
　とくに近年、民俗芸能を題材として、その伝承活動に地域社会やその周縁の多様な立場からの参
加・関与の様態があることを丹念に分析した一連の研究がなされている。例を挙げると、東北地方の
３件の事例（田植踊、念仏剣舞、神楽）にもとづき、地域社会内における重層的な小集団が、それぞ
れの思惑に基づいて様態を、外部者との関係までを視野に入れて類型的に分析した澁谷美紀の研究や
〔澁谷 2006〕、伝承を支える「地域」という基盤のあり方を、それに関与する複数の主体の関係の変遷
として読み解く福田裕美の研究〔福田 2010〕などである。どちらも必ずしも保存会という組織に焦点
を当てているわけではないが、例えば福田の場合、直接的に伝承活動を行う伝承基盤と、それを経済
的に援助したり、理解を示すというような様々なかたちで支える支持基盤とに分類したうえで構造的
な把握を試みるその手法は、本稿で実際の演者（体現者）の集団と、その活動を支援する有志という
二つの性質から保存会という組織のあり方を捉えようとする際に参考になるものであった。
　また、やや特殊な例ではあるが、保存会という組織形態を利用して、本来異なる集団であったもの
を一つのまとまりと見せかけ、歴史の語りで装飾することで一つの民俗芸能（文化財）を創出する事
例を扱った金賢貞の研究も、逆説的にではあるが保存会を組織することがどのような効果を持ちうる
かを明らかにするという意味で興味深いものであった〔金 2006〕。以下、筆者の調査による事例を見
ていくことにする。
事例１：大里七夕踊の保存会
　大里七夕踊は、鹿児島県いちき串木野市の大里地区において伝承されている民俗芸能である。現在
の大里地区は、近世の市来郷を構成した８村の一つである大里村にほぼ相当する。いちき串木野市の
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南東端部にあたり、大里川の下流域に広がる大里田圃を中心とした農村地域である。大里地区は21の
集落によって構成され、そのうち14の集落が参加して七夕踊を伝承している。
　大里七夕踊の伝承組織として最も中心的なのは、各集落の青年団である。七夕踊は、14集落の青年
団がそれぞれ踊り手を出す太鼓踊りと、太鼓踊りの踊り手以外の青年が務める作り物と行列物から
成っている。とくに太鼓踊りの踊り手を務めることを、青年団を上がる条件と定めている集落が多
く、大里に生まれた男子であれば、たとえ就学や就職の関係で他出していたとしても、一度は必ず
帰ってきて、太鼓踊りを踊らなければならないとされ、七夕踊への参加は通過儀礼的な意味をもって
いる。こうした各集落青年団の七夕踊への関わりとその変遷については、すでに拙稿でも述べてお
り、ここでは詳述しない〔俵木 2010〕。
　この大里七夕踊にも、現在は保存会が存在する。「大里七夕踊保存会」という名称で、平成７年
（1995）に発足している18）。七夕踊の実施に関する表向きの役割は、準備、「ナラシ」と呼ばれる一週
間にわたる稽古、当日の踊り奉納、そして踊りの後の直会にあたる庭上がりに至るまで、各集落の青
年団員が、その内部における年齢階梯的な組織の中で分掌しており、とりわけ各青年団をまとめる責
任者であると同時に、他集落の青年団との交渉・調整役になる青年団長（ニセガシタ）と、青年団員
が踊りの実施にあたって行う様々な活動の全般にわたって生じる雑用や下準備を一手にこなす新入り
の青年（コニセ）は、非常に多くの役割を負担している。
　では、保存会はどのような役割を担うのであろうか。ここではその内容を保存会の規約から見てみ
る。現在の大里七夕踊保存会規約（平成21年６月改正版）によると、第４条に保存会の事業として、
七夕踊が地区の各公民館青年団の主催として計画実施されることを明記した上で、保存会は以下のよ
うな事業を支援するとなっている。それは①各集落から庭割又は踊りの世話人を選出すること、②当
日の準備、進行等に関すること、③会計に関すること、④広報、宣伝に関すること、⑤その他、必要
と認めること、の５つである。
　これを見てわかるとおり、保存会は、七夕踊が青年団の自主性によって実施されることを最大限に
尊重し、そのうえで周辺的な雑事を支援することになっている。とくに集落の自治範囲外の関係機関
などとの渉外的な役割が大きい。筆者がフィールドワークを行った平成20年（2008）と21年（2009）
の観察によると、主として保存会が行っていたのは、警察への道路使用許可申請、警察・消防からの
注意事項の伝達、周辺の商店等への寄付金の依頼回り、メディアの取材や大口の来客への対応、当
日のトイレや駐車場の手配、青年団員に配布する手拭いや団長・役員らが着用する袖無し半纏の手
配、共用の衣装や幟旗の管理、参加者の保険加入のとりまとめ、踊り手の勤務先への協力依頼文書の
作成、踊りの二週間前に開かれる踊り相談や団長会議の招集、そして全体にかかる会計処理19）などで
あった。
　ここで注目すべき一つの点は、前述の保存会の事業の①にある、各集落から庭割又は踊りの世話人
を選出すること、という項目である。ここに挙げられている庭割という役は、七夕踊の実施に青年団
と並んで重要な役割を果たしている。庭割の役割を尋ねると、たいていは各集落から選出される太鼓
踊りの指導者であると説明される。全集落合同のナラシや、各集落ごとの稽古（ウチナラシ）で青
年の踊りを指導するほか、ナラシの過程で各集落の踊り手を評価し、太鼓踊りの中での役を割り振る
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権限をもつ。当日も踊りの進行を差配するのは庭割で、青年団も庭割の指示には従わなければならな
い。ある意味で、七夕踊の中で唯一、青年団以上の権限を持つ存在である。庭割は、青年団が自集落
の壮年男性の中から、踊りの技術や指導力、人柄などを考慮して依頼するのが一般的である。まれに
青年団の中では選出・依頼できない場合があり、そのような場合は保存会が依頼するほか、近年は庭
割にふさわしい者がおらず選出できない集落のために、保存会選出の庭割も一名ある。そして以前は
この庭割衆が、現在は保存会が行っている踊りの実施に関わる所用の多くを担っていたのである20）。
　大里七夕踊は昭和45年に「市来の七夕踊」として国の記録作成等の措置を講ずべき無形文化財に
選択されているが、その際の保持者等は「七夕踊庭割衆」と記録されている〔無形文化財保持者会 
1974〕。そして現在の保存会も、その会員は大里の公民館全世帯と青年団長、庭割、公民館長、その
他有志とされているが、踊りの実施に直接関わる運営委員会は、青年団長、庭割、公民館長、その他
有志をもって構成するとされている。そして実際に保存会の活動の大半は、庭割衆に若干の有志関係
者が協力して行っている様子であった。つまり、現在の保存会は、伝統的に庭割衆が担っていた役割
のうち、踊りの指導以外の後方支援的な部分を、庭割とそれに協力する有志の人々によって行う組織
であると考えられる。
　なぜそれが伝統的な庭割衆から、保存会という組織形態に移っていったのかについては推測の域を
出ないが、時代の変遷とともに踊りの実施にまつわる交渉や協力要請をする相手が多様化するにつ
れ、国指定重要無形民俗文化財の保存会を名乗ることが、伝統的な庭割衆を名乗ることよりもメリッ
トが得られるという面があったであろう。また、あくまで踊りの技量や指導力をもとに依頼を受けた
庭割だけよりも、地域の中で相応の地位や人脈をもった有志に協力してもらうことによって、上記の
ような役割はより効率的にこなせることは明らかである。つまり大里七夕踊保存会は、伝統的に庭割
衆が担っていた役割の一部を引き継いで、時代の変化に合わせて円滑に果たすための組織化を図った
例と見なすことができるだろう。
事例２：白間津のオオマチ保存会
　白間津のオオマチは、千葉県南房総市千倉町白間津の日枝神社の祭礼で、現在は４年に１度オオマ
チ（大祭）が行われ、それ以外の３年はカゲマツリが行われる。オオマチには、古風な小歌を伴うさ
さら踊りをはじめ、トヒイライ、エンヤボウなどの芸能が、子どもや若者の年齢・性別によって分担
で演じられ、青年たちによる酒樽萬灯振りとともに浜下りの神幸行列となって仮宮に渡御し、翌日に
同様に還御する。また浜では青年を中心に、日天・月天の２竿の大幟を引き競うオオナワタシの行事
が行われる。多様な要素が混在する華やかな祭礼であり、またささら踊りの中心を占める日天・月天
の仲立の少年二人が、およそ50日にもおよぶきわめて厳格な精進潔斎の次第を今日まで保っている点
でも稀有な祭礼である。平成４年（1992）に「白間津のオオマチ（大祭）行事」として国の重要無形
民俗文化財の指定を受けている。国の指定を受けた際の保護団体は「白間津区」となっているが、こ
こにも「白間津オオマチ保存会」と呼ばれる保存会が存在している。
　保存会の結成は昭和46年に遡るが、これは同年４月の国の記録作成等の措置を講ずべき無形文化財
の選択を受けてのことである21）。このときの選択は「白間津ささら踊」としてのものであり、発足し
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た保存会の名称も「白間津ささら踊保存会」であった。つまりこの時点では、民俗芸能としてのささ
ら踊りが、その演技・演出法の特色を認められて無形文化財として選択を受けたのであって、オオマ
チ全体にかかる選択ではなかったと考えられるのである。しかし地元の伝承者にとっては、ささら踊
りはオオマチの重要な構成要素であって、他の様々な芸能や行事と組み合わされてはじめて意味をな
すものである。実際、この選択を受けて結成された白間津ささら踊保存会は、当初から、ささら部、
とひいらい部、伶人部、神楽部の４つの部会で構成された。ささら部はささら踊りを、とひいらい部
はトヒイライとエンヤボウを、伶人部は祭典に演じられる巫女舞を、そして神楽部は、毎年１月15日
の春祈祷に奉納される獅子神楽を担当する。つまり、オオマチに出る芸能の全てを分掌し、かつオオ
マチと直接関係の無い春祈祷の神楽までの芸能伝承を担う組織だったのである。
　これが平成４年の国指定にあたっては、「白間津のオオマチ行事」として、ささら踊りだけでなく、
その他の芸能および行事の一切を含んだ祭礼として指定を受けたのである。当然その中には、保存会
とは別に青年会が主として担っていた酒樽萬灯やオオナワタシの行事、ナカダチの少年が務める精進
潔斎の次第や、ショゴリ取りと呼ばれる禊ぎの儀式などを含んでおり、何よりもそのような多様な芸
能・行事を地区内の大半の人々がそれぞれ役割をもって務めていることの全体が、一つの習俗として
文化財に認められたのである。それが保護団体を保存会ではなく「白間津区」とした理由であろう。
ただし地区の人々にとってみれば、それ以前の「白間津ささら踊」と新しく指定となった「白間津の
オオマチ行事」が別の文化財であるなどとは考えるはずもないであろうから、自然と保存会の名称も
指定名称にあわせて「白間津オオマチ保存会」となったと考えられる。
　その保存会の構成にも特徴がある。白間津オオマチ保存会のささら部、とひいらい部、伶人部の会
員は、それぞれの演者によって構成されているのではない。というのも、ささら踊りは小学生の女
子、トヒイライは中学・高校生の女子、エンヤボウは幼稚園から中学生の男子、巫女舞も小学生の女
子から数人を選んで、それぞれ演じるものである。オオマチが現在は４年に１度の開催であることか
ら、たとえばささら踊りに関しては、多くても一生のうちに二度しか演じることがない。毎回の祭礼
でこのように演者が大きく入れ替わるのであるから、体現者である演者を保存会の構成員とすること
は不可能であるし意味がない。実際に保存会の構成員となっているのは、それぞれの芸能の世話役で
ある男性たちである。もとはそれぞれの芸能に詳しい長老格の者が世話役を務めていたというが、現
在は青年を上がった中老連らが中心になっている。彼らは保存会に入り、いずれかの芸能の世話役に
なると、あとは比較的長くその芸能の指導者を固定して務める。そのため長く世話役を務めている者
は、確かにその芸能に関する知識や技能を十分に身につけているといえる。その意味では、芸能を演
じるというだけではなく、これを世代を超えて伝えるという保存会の役割からして、彼らが保存会の
主たる構成員であることは理に適っている。しかし一方で、ささら踊りやトヒイライは女子が演じる
芸能であるから、世話役の男性たちは実際に祭礼でその芸能を演じたことは無いのである。とくに12
曲の歌を伝えるささら踊りの世話役は、ウタウタイと通称されるとおり、踊りに合わせて歌を歌う必
要があるのだが、実際には世話役になって初めて歌に触れたという者も多いのである。
　なお、このような保存会の活動は、白間津区のほとんどが加盟しているという白間津オオマチ後援
会が集める会費によって成り立っている。地区の住民で、保存会や青年会に直接関与していない者
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も、これによって経済的にオオマチの伝承活動を支えているほか、実際の祭りの場面でも折に触れて
周辺的な役割を担っている。とくに表立った役割を持たない壮年以上の女性についてみれば、まず仲
立に選出された男児は、潔斎期間中は、食事を含めあらゆる身辺の世話について、閉経した祖母を頼
ることになる。またささら踊りの女児の母親たちは、祭礼の間ずっと、踊り手である娘について回
り、炎天下に数々の場所で踊りを披露する彼女たちの汗を拭き、飲み物を用意し、また特定の曲では
採り物を替えたり衣装を調えたりする必要があり、そうした知識を事前に身につけていなければなら
ない。近年はトヒイライを演じる女子の数が減少傾向にあり、大人数が必要な踊り場では、踊りの経
験者である壮年女性がユーモラスな仮面を着けて少女たちの踊りの輪に加勢するといったことも見ら
れるようになっている。
　このように白間津オオマチでは、地区の大半の者が何らかの役割をもって祭りの実践に関わってい
る。その意味で、現在の国指定重要無形民俗文化財の保護団体が白間津区となっているのは実態を反
映しているといえよう。その中で保存会は、当初はささら踊りをはじめとする芸能の伝承組織として
成立したものであり、現在はオオマチ全体の伝承において、青年会、実際に芸能を演じる子どもた
ち、地区の役員、そして後援会員や周辺的な参加者として関与するその他の地区住民らとの相補的な
関係を築きながら、オオマチの伝承を実現している機能的なユニットの一つと捉えることが可能であ
ろう。
事例３：備中神楽成羽保存会
　備中神楽は昭和54年（1979）に国の重要無形民俗文化財の指定を受けているが、その保護団体は備
中神楽成羽保存会と特定されている。しかし、筆者が備中神楽について集中的なフィールドワークを
していた平成６年（1994）から平成10年（1998）の間、現地においてほとんどこの保存会の名称を
聞くことはなかった22）。神楽太夫やその伝承地域の自治体の担当部局など、関係者の多くは備中神楽
が国の指定を受けた文化財であることを誇りとし、積極的な伝承活動に取り組んでいたにもかかわら
ず、その保存に当たる主体として国によって明示されている保存会については、ほとんど認知もされ
ていなかった。
　これにはまず備中神楽の、一般的な民俗芸能とは異なる伝承形態を背景として考える必要がある。
備中神楽は、多くの民俗芸能のように、ある特定の地区において、寺社の祭礼などに地区住民によっ
て演じられるというものではない。神楽太夫（または神楽師）と呼ばれる高度に芸を体得した半職業
的な特定の人々が、通常７〜８名程度で社中と呼ばれる神楽組を組織し、岡山県西部の山間部の広い
範囲の神社祭礼や荒神の式年祭に、地区の人々から依頼を受けて奉納して回るという形態をとってい
る。筆者が岡山に滞在していた頃は、社中として50〜60社、太夫の人数は400名近くが存在すると言
われていた。古くは、各社中は特定の地区を本拠地とし、そこを中心として近隣の字ごとの荒神式年
祭などに奉仕しており、社中を構成する太夫もその地区の出身の者が大半であったという。しかし自
家用車の普及などによって生活圏が広がることによって、各社中の社組みは地理的な範囲にとらわれ
ず流動的になった。また一つの社中が神楽を奉納する範囲も、個人的な繋がりを通して依頼されるこ
とが多くなり、現在の各社中の活動圏は地理的に限定された範囲ではとらえられなくなった。このよ
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うに神楽の実演という点からみれば、活動の単位は社中であって、地域的な共同体による伝承とは様
相を異にする。
　この多数の神楽太夫を統括する組織としては、岡山県神社庁に昭和23年（1948）に発足した神楽部
がある。この神社庁神楽部が発行する認許証を持つ者だけが、正式に神楽太夫として認められるので
あり、実質的に備中神楽の全ての演者は神社庁神楽部に所属しているといえる。神社庁神楽部は、備
中域内に高梁・川上・小田・井原・総社・阿新の６つの支部を設け、年度ごとに総会（役員会）及び
支部会を開催している。
　したがってもし備中神楽の文化財指定に際して、保護団体を、実際に神楽を体現する演者の組織と
考えるならば、この岡山県神社庁神楽部が最もふさわしかったであろう。しかしそこには別の問題の
可能性が容易に看取される。無形の民俗文化財の指定については、その宗教行事との密接な関係か
ら、しばしば政教分離の原則にまつわる配慮がなされるものであり、この場合も宗教法人である神社
本庁の地方機関である岡山県神社庁の神楽部を、保護団体とすることはできなかったのであろう。
　一方で、備中神楽においては非常に早くから「保存会」と称する組織が活動していた。それは昭和
25年に結成された備中神楽後援会が昭和29年に改称して発足した備中神楽保存会である。同会は、昭
和30〜40年代を通して、備中神楽の文化財指定を目指して様々な活動を行っており〔俵木 1999〕、昭
和31年（1956）の岡山県無形文化財の指定、昭和45年の国の記録作成等の措置を講ずべき無形文化財
の選択に際して保持者等として記録され、昭和55年（1980）の全国民俗芸能大会出演においても、出
演団体として扱われていた23）。しかしこの保存会は、もとは後援会という組織であったことや、長年
にわたりその中心人物として備中神楽の研究に邁進した山根堅一が、自身は神楽の舞手ではなかった
ことに端的に表れているように、決して演者だけの組織ではなかった。むしろ備中神楽の周知・振興
にかかる事業を行い、伝承活動をサポートするのが活動の主体であった。前述の大会出演などの際に
保存会名を使用したのは、複数の社中から選抜した演者を指すのに都合が良かったからだと考えられ
る。
　現在、国の重要無形文化財としての備中神楽の保護団体となっている備中神楽成羽保存会が、この
備中神楽保存会とどのような関係にあるのかは明確ではないが、昭和54年の国の重要無形民俗文化財
指定を直接の契機として誕生した組織であることは、その発足が同年であること、同会の会則第５条
に「本会は国が指定した地区内24）の備中神楽関係者をもって組織する」とあることなどから明らかで
ある。また上記の会則によれば、同会の会員の範囲は、それ以前の備中神楽保存会が「成羽川流域」
の有志とされ、実質的には成羽町・川上町・備中町の旧川上郡三町域に限られていたのからすると、
備中神楽の伝承地域全域に拡大されていると解釈しうる。しかし一方で、これが文化財指定という行
政措置に伴って発足した会であることから、その受け手となる自治体（この場合は旧成羽町）からす
ると、他市町村の神楽太夫や関係者にまで影響力を行使することはできなかったと考えるのは自然の
ことだろう。結果として備中神楽成羽保存会は、備中神楽の伝承に関わる広範囲の関係者を結集する
機能を十分に果たすことはできなかったようである。
　おそらくこうしたことは、複数の市町村にまたがるような広域的な伝承範囲をもつ無形民俗文化財
には常に起こりうる問題だろう。また備中神楽の場合には、そもそも保存会がなくとも、神楽太夫た
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ちはそれぞれ社中単位で活動し、またその活動を支援する組織も目的ごとや地域ごとに様々に存在す
るので25）、全体的な伝承状況に何ら支障はなかったのである。その意味では、備中神楽成羽保存会は、
大島が言うように「行政上の必要から」作られた名目上の保護団体であった感は否めない。
　ただしこの状況は近年変わってきている。平成13年（2001）、西林國橋による備中神楽の中心的演
目である神代神楽（神能三編）の創作から200年を記念して開催した「備中神楽発祥200年記念大神楽
大会」（翌年から「國橋まつり大神楽大会」として恒例化）などをきっかけとして、社中を超えた神
楽の伝承を考える機運が高まり、同年から備中神楽成羽保存会を主催とする神楽研修会が毎年一回開
催されている。この会では、毎回講師を依頼して神楽に関する講演を行うとともに、県神社庁神楽部
と協力して、神楽部の6支部からそれぞれ代表を出し、一演目ずつを披露して、正しい伝承が行われ
ているかを関係者間で相互に確認しあっているという。このような動向は、平成16年（2004）に、隣
接する高梁市と合併して成羽町という町がなくなったことによって、図らずも成羽という名称および
行政区域の制約が緩くなったことなども後押ししたであろう。以後、各種のイベント等に備中神楽成
羽保存会名で参加することも多くなっている。このように多くの社中や伝承支援組織などと連携をと
りながら、広域的な伝承活動をまとめて推進するという、おそらく当初この保存会に期待された役割
を、発足からおよそ30年経った現在、改めてこの保存会が担おうとしているのである。従来、備中神
楽成羽保存会の会長は成羽町長が慣例的に務めてきたが、現在会長を務めるのは、旧成羽町の最後の
教育長を務め、神楽の体現者（演者）とは別の立場から備中神楽の伝承活動に携わってきており、上
記のような保存会の改革を率先してきた人物でもある。この改革がどのような成果をもたらすかにつ
いて判断するのはまだ時期尚早と思われるが、保存会という既存の組織を再利用することで、神楽の
伝承活動を支援し、活性化させようとするユニークな試みとして今後も注目していきたい。
４　考察−「保存会」に何ができるか−
　こうして３つの事例を通してみると、すぐに意外なことに気づくはずである。というのも、どの事
例においても、保存会は当該芸能を直接的に体現する者の集団ではないのである。本稿第２章で検討
してきた結果として、民俗芸能の保存会は無形文化財におけるわざ
0 0
の保持者（体現者）のアイデアか
ら生まれてきたことを明らかにしたが、少なくともここに取り上げた三例は、その意味での保持者の
集団とは言えないものばかりであった。保存会という組織が、その言葉だけ聞くと、技能の保持者の
集団のように理解されるだろうと考えるのは筆者だけではないはずだ。大島暁雄も以下のように述べ
ている。
　従来の重要無形民俗文化財の保護団体としての保存会のイメージは、重要無形文化財の保持団
体の規定などの影響もあって、その構成者の全てが当該民俗事象に対して伝承者としての共通の
資格と資質を備えている、いわば伝承者としての等質者集団を想定したものであったということ
が出来るだろう。〔大島 2009：p.194〕
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　しかし実際には、上記のような典型的な保存会というのは、この３例に限らず、筆者の経験からも
決して多くはないように感じられる。民俗芸能は多くの場合、地域のなかである属性を備えたものが
否応なく担うものであって、固定した演者が長年続けて演じることを必ずしも良しとしないものであ
る。その意味でも、無形文化財的な保持者の集団という発想を、民俗芸能に適用するのは、実際には
相当な無理があったのではずなのである。保存会という言葉はいつの間にか一人歩きし、今や一般名
詞のようにあらゆる民俗芸能が保存会を名乗っているが、その言葉から連想するものと、現実に存在
する保存会の実態とのあいだには、おそらく相当な乖離が認められるだろう。
　同様に、確かに保存会は文化財保護という制度に伴って生まれてきたものであるが、一方で、それ
以前の伝統的な伝承形態のなかで特定の役割を担っていた集団の機能を代替したり、発展的に引き継
いだりしている例が多い。白間津オオマチ保存会の各部の世話人は、それ以前から同じように踊り手
の世話をしていた役職が、ほぼそのまま組織的に統合されて保存会を構成していると考えられるし、
大里七夕踊の保存会は、庭割衆が担っていた役割の一部を、現代の社会環境の中でより円滑に果たせ
るよう変更して引き継いでいる。たとえ保存会という現代的な名称の組織であっても、その役割や構
成上の特徴はそれ以前の何らかの組織の特徴を受け継いでいることが多い。その前代との連続と非連
続の両側面を把握することが、現代の伝承組織としての保存会を理解する上で重要であろう。
　いずれにせよ、このわずかな事例の検討からでも、私たちが保存会という組織に単純に思い描く姿
とは少なくない齟齬をはらんでいるし、それぞれの組織の構成や役割にも事例ごとの特徴を見いだす
ことができた。今後はさらに多くの民俗芸能の保存会の事例を検討することで、ある種の傾向性や、
充実した活動をしている保存会の組織構成上の特徴を抽出し、伝承に悩む他の事例の参考とするよう
なこともできるのではないかと期待している。
　ところで、本稿の第１章で筆者は、保存会方式の伝承が抱える看過できない大きな問題という大島
暁雄の指摘に触れた。大島は後に、保存会の問題を中心的な検討課題とした論考を発表しており、そ
こでは「保存会等依拠体制が持つ危険性」として、「指定された民俗事象が、本来の地域の一般住民
を中心とする地域密着型の伝承形態から次第に遊離してゆく、といった風潮の発生に繋がりかねない
危険性を内包している」と述べている〔大島 2009：p.193〕。本稿での検討をふまえて、これにどのよ
うに答えることができるかを考えてみたい。
　まず、第1章の引用にあるように、保存会という伝承組織が特定の有志者中心の伝承形態をもたら
すという認識については、今回検討した３つの事例からみても、ある程度そのような傾向が認められ
るということが可能だろう。ただし、大島がそのような有志者中心の伝承というあり方を、「地域社
会全体による伝承方式」とか「本来の地域の一般住民を中心とする地域密着型の伝承形態」といった
ものと無条件に対比させているかのように思われることについては、簡単には同意できない。ここで
考察の対象とした民俗芸能の場合、地域住民が制約無く一様に伝承に関わるなどという事例は探す方
が難しいであろうし、かえって民俗芸能がもつ伝統に基づくある種の規範性という重要な性格が失わ
れているかのようにすら感じられる。もちろん、地域密着型の伝承というのは、何も地域の皆が平等
にということを一義的に意味するわけではないだろう。白間津オオマチのように、地区の大半の人々
が、それぞれ異なる役割を持ちながら総出で担う伝承という例の場合は、地域社会全体による伝承と
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いうイメージによく適うだろうが、だからといってそれが備中神楽のように、玄人的な特定少数の神
楽師による伝承と比較して、より民俗的だとか、本来の伝承形態であるなどと評価できるわけではな
い。地域社会全体による伝承という、どこか理想化されたようなイメージを、様々な現実的課題に対
処するなかで組織されている保存会に投影することにどれだけの意味があるか、筆者には疑問であ
る。大島も同じ論考の中でそうしたことは正しく指摘しており、一口に保存会といっても、その構成
は多様であるといい、とりわけ民俗芸能や民俗技術などの場合、個人的なレベルでの偏差が大きく影
響することなども視野に入れなければならないと、注意を促している。
　むしろ筆者としては、保存会という伝承組織が、一般的な傾向として有志者によって構成される度
合いが高いということを、どのようにこれからの民俗芸能の伝承に生かしうるかという点から考えて
みたいのである。当然、有志者によって組織される保存会のあり方が伝承実践に与える影響は、善し
悪しの両面あろう。好ましくないのは、特定少数の有志者が既得権的に伝承を独占したり、また本来
は伝承に関わりを持つ潜在的な可能性をもった様々な立場の者が、すでに保存会として活動している
者を過度に頼って丸投げしてしまうことで、結果的に一部の有志者に伝承を押しつけてしまうような
場合である。しかし有志的な活動を受け入れる余地のある保存会は、例えば直接的に民俗芸能を体現
する機会や資格を持たなかった者が、何らかの支援や協力の意志をもって伝承に周辺的に関わるため
の結節点となるような可能性もある。本稿において検討した中でも、備中神楽の事例では、一度は組
織としてうまくいかなかった保存会を、自分は伝承者でもない一人の人物がアイデアを出すことで、
個別に活動している伝承団体を結集・連絡する役割をもたせようとしたものであったし、大里七夕踊
の事例でも、青年を上がってからも七夕踊の伝承に関わりたいと思う者に対して、庭割になるのと同
じように関わりの場をもたせる組織として考えることもできるはずである。
　結局は、保存会という伝承組織を有効に機能させることができるか否かは、その保存会をどのよう
な人々によって構成し、どのような役割を担わせるかによって変わるのである。ただ、その方法論を
発見するには、現在はまだ事例に基づく検討の成果が極端に少ないのである。筆者としてはこれから
の文化財としての民俗芸能研究が、高い意識をもって保存会等の現在の伝承組織の問題に目を開き、
その構成や役割の把握と事例ごとの評価を積み重ねていくことに大きな期待を寄せるところである。
《注》
１）枝川明敬は、大正８年（1919）公布の史跡名勝天然紀念物保存法に先立って「史蹟名勝天然紀念
物保存会」が設立されたと述べているが、これは「史跡名勝天然紀念物保存協会」の誤りであろ
う。付言すれば、同協会の設立および「史蹟及び天然紀念物保存に関する建議」の採択は、同論考
にある明治43年（1910）ではなく、翌明治44年（1911）である〔枝川 2002〕 。
２）まだ古社寺保存法の制定以前ではあるが、明治13年（1880）から明治27年（1894）度のあいだ、
内務省が「古社寺保存金」を交付する制度があり、その意味で、当時すでに「文化財」を「保存」
するという国家的な制度が成立していたといえる。
３）ここに報告された保護団体には、現在広く用いられる保存会、あるいは名勝等で一般的な保勝会
以外にも、奉賛（奉讃）会、護宝会、顕彰会などの名称が比較的よくみられる。また個別の文化財
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に関する保存会以外に、若狭文化財保存会、山梨国法保存会など、一定の地域を広域的に対象とし
て保存会名称を名乗る団体（近年なら文化財保護協会や愛護協会などに相当しようか）もいくつか
みられる。
４）現在、民俗芸能は「無形の民俗文化財」として指定・選択がなされ、保護の対象となっている。
しかし、ここで述べている昭和29年（1954）の文化財保護法改正以前は「助成の措置を講ずべき無
形文化財」の対象となる「郷土芸能」として選定され、保護されていた。本稿では、便宜的にこの
「郷工芸能」も民俗芸能として扱っている。
５）報告の中で、黒川能は同年度の文部省主催芸術祭に参加したこと、谷地舞楽も同年11月に明治神
宮大祭で奉納公演を行ったことが明記されていることから、これらイベントへの参加が保存会を名
乗る契機となったのではないかと推測される。ただし、山形県の無形文化財に指定された際の保持
者等は、それぞれ黒川能上座・下座（黒川能）、舞楽連中（林家舞楽）と記録されており、保存会
を名乗ってはいない〔無形文化財保持者会 1974〕。
６）同論考において、昭和35年（1960）発行の『文化財保護の歩み』に掲載されている「助成の措置
を講ずべき無形文化財一覧」112件の伝承団体名が、ほとんど地名・寺社名などであることを紹介
して、当時、民俗芸能の保存会が見られなかったことの例証としているが、これは昭和29年の法改
正にともなって全て選定を解かれた「助成の措置を講ずべき無形文化財」の一覧であって、昭和35
年時点での実態を表す資料とするのは不適切である。
７）無形の民俗資料には、この時点では指定の措置はとられていなかった。
８）昭和50年の保護法改正に、文化庁文化財保護部管理課長として深く関わった内田新は、「無形文
化財とその保持者又は保持団体とが、法的に不離一体であるかのような保護のシステムを構成して
いることから、あたかも無形文化財の概念に人的要素が内包されているかのような誤解を与えかね
ないことになっている」と述べて、このような理解が「誤解」であると明言している〔内田 1984：
p.136〕
９）この「民俗芸能の基礎概念」の節は、当時東京国立文化財研究所芸能部の研究員であった三隅治
雄の執筆であることが、同草案の「はしがき」に明記されている。なお筆者は、ここでの三隅の論
述には、当時、三隅と近い関係にあった池田弥三郎の影響が色濃いと考えている。
10）ここで「保持者（代表者）」と「保持者（代表者）の代表」という表現は相当にややこしいが、
演者の多寡を目安とし、また前者の例を霜月神楽、後者を若者組の芸能などと例示している点か
ら、次のように筆者は解釈している。すなわち前者の方法は、原則的には誰もがその役を務めるこ
とができるが、実際には伝承者の中に、巧者と認められ、その演技を固定して担っている特定少数
の者がいる場合、その複数の人々を個々に代表者として認定する方法であり、後者はそうした性格
をもたない、文字通り一定の資格をもった不特定多数の者が担う場合、保存会などの団体を組織
し、その代表者を「代表」と認定するという方法である。
11）この草案が、どのように地方自治体に「指導」として行き渡るのかという具体的な経緯について
は、まだ不明な点が多いのだが、昭和35年前後を境に全国の都道府県で民俗芸能の文化財指定の件
数が急激に上昇する事実からして、一定の効果を及ぼしたのは明らかだと筆者は考えている。
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12）「記録作成等の措置を講ずべき無形文化財」であれば、保持者の認定の規定はない。
13）この時点では、滋賀県のみが例外的に、民俗芸能と見なされるものを「無形の民俗資料」として
選択している。それ以外の都道府県では伝統工芸技術とともに無形文化財として指定している例が
多い。
14）連合保存会、保存会連合会など、「保存会」という言葉が入っている組織も含めている。
15）ただし注12）で述べた通り。当時も現在も、「記録作成等の措置を講ずべき無形文化財」には保
持者（保持団体）の認定の規定はない。したがって、この要覧に記載された団体がどのような根拠
に基づいて明示されているのかは不明である。
16）もとよりここでの分析は、あくまで一覧表上に現れる名称だけを取り上げているに過ぎず、実態
の把握の手がかり以上のものではない。保持者としては個人名が挙がっていても、その者を代表と
する保存会が組織されている例や、保存会という名称を便宜上名乗っていても、実際にはその成員
性が明確でない不特定多数の者によって伝承されている例など、名称と実態が一致しない場合も多
いことは、現在の指定文化財の保護団体のそれと同様であろう。
17）同じ昭和50年の法改正によって導入された無形文化財の保持団体の制度を考慮することによって
も、この解釈を裏付けることがある程度可能だろう。現行の文化財保護法第71条の２に、保持団体
とは「無形文化財を保持する者が主たる構成員となっている団体で代表者の定めのあるものをい
う」と規定されているが、この「主たる構成員」以外の団体の構成員としては、当該無形文化財に
ついて研究、指導する者や協力、保護する者などが想定されているという。このように、わざを体
現する狭義の保持者以外の者も、保持団体の構成員と認められるのである〔文化庁 2001：p.298〕。
18）大里七夕踊は、昭和56年（1981）に「市来の七夕踊」の名称で、国の重要無形民俗文化財の指定
を受けている。このとき、保護団体は「七夕踊保存会」と特定されているが、この保存会がどのよ
うな活動をしていたのか、詳細は不明である。あるいは文化財指定を受けるための名目上の保存会
であったかもしれない。
19）各集落の青年団で踊りの実施にかかる経費（ナラシの期間中の茶菓子や、踊り・作り物の準備に
かかる費用等）は、青年団内で処理される。ただし、保存会から各青年団に補助金が出されている
という。
20）例えば昭和46年（1971）に七夕踊を調査した真鍋隆彦は、庭割の仕事として、踊りの指導や踊り
手の選考のほか、道路の使用許可、（鹿捕りが使う）空包射撃の許可手続きや、青年団長と一緒に
露天商から場所代を徴収するといったことをしていたと記している〔真鍋 1972〕。
21）昭和30年（1955）には千葉県指定無形文化財になっているが、この際の保持者等には「日枝神
社」と記載されている〔無形文化財保持者会 1974〕。
22）筆者が唯一この保存会の名称をはっきりと確認したのは、現地で備中神楽の解説本として販売さ
れていた書籍の発行元としてである〔山根 1984〕。
23）備中神楽は都合３度、全国民俗芸能大会に出演している。１度目は昭和35年（1960）で、このと
きは「備中神殿神楽」としての出演で、出演団体の記録はない。２度目がここで言及している昭和
55年で、このときも公式の記録には出演団体は記載されていないが、筆者が後に現地で聞いたとこ
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ろでは備中神楽保存会として参加したという。ただし、すでに備中神楽成羽保存会が正式に発足し
ていた時期であり、話者が混同している可能性はある。３度目は平成４年で、このときは成羽町備
中神楽振興会として参加している。
24）昭和54年の国指定に際して、備中神楽の伝承地としては、川上郡、阿哲郡、小田郡、後月郡、上
房郡、新見市、総社市、高梁市が列記されている。
25）たとえば備中神楽には、国指定の保護団体である備中神楽成羽保存会以外にも、筆者が知る限り
においても、川上町備中神楽保存会、井原備中神楽保存会、備中神楽新見保存会などの地域ごとの
保存会、備中神楽保存振興会や成羽備中神楽振興会などの支援団体、太夫たち自身が神楽舞の研
究・錬磨を行う備中神楽伝承研究会、子供神楽を行う各地の育成会など、多数の伝承組織や支援団
体が存在している。
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